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平成１１年度政策提言論文統一課題：今、清水市に求められている行政サービスとは？

清水市・静岡市合併グランドデザイン『満たす‘市政’のデザイン』を描く
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はじめに

　(財)静岡総合研究機構（以下「静岡総研」）の情報誌「ＳＲＩ」1999年９月№59のグランドデザイン策定研究班（以下「ＧＤ策定研究班」）によれば、グランドデザイン（以下「ＧＤ」）とは、<法人が長期的に実現していこうとする姿（＝目的）と、実現のための優れた作戦計画（＝戦略）を体系的に記述したもの>である
。静岡市・清水市合併協議会において、新市ＧＤという名で策定しているものは、つまり、仮に両市が合併したときに、目的と目標を定め、それに至る作戦を描いたものである。静岡総研はこの新市ＧＤの策定に関わっている。

　私は、偶然にも、この歴史的な瞬間に静岡総研へ派遣されることとなり、ＧＤ策定に係る作業に関わることとなった。本論文においては、ＧＤのうち、私が担当している「満たす‘市政’のデザイン」について、内容の説明とそれに込めた願いを明らかにしていきたいと考える。

今までの経過

　静岡市・清水市合併協議会（以下「合併協議会」）における今までの協議の経過は周知のとおりであるが、合併協議会と静岡総研との関係や、その背景について、多少述べておく必要があろう。

　清水市と静岡市の合併に関し、平成９年９月、市町村の合併の特例に関する法律（以下「合併特例法」）第４条に基づく合併協議会設置請求の署名が、清水ＪＣを中心としたグループから提出された。合併特例法によれば、有権者数の１／50（当時3,802名）以上の署名をもって請求することができるが、このときの有効署名数は40,419名とそれをはるかに上回るものとなった。両市議会では、この請求を受けて合併協議会の設置を可決し、平成10年度から設置されることとなったのは周知のとおりである。

　合併協議会の資料によると、平成10年度は両市の現状把握や、人口・経済・土地利用・財政の基本フレームを調査、平成11年度に新市グランドデザインを策定し、それを判断材料にして、平成12年度以降も合併の協議を進めるか否かを平成11年度に決めるということになっている。協議を進めるという判断になれば、平成12年度以降に新市の名称や事務所の位置、合併の時期等の基本項目を決定し、新市建設計画を策定するとともに、両市の事務事業のすりあわせ等を行うことになる。それらの作業が終わると合併協議会としての最終的な是非を明らかにし、合併という判断になれば、両市議会の議決に委ねられることになる。ここで重要なのは、平成11年度末の合併の協議を進めるか否かの判断が、少なくとも合併協議会としての合併の判断とイコールであるということであるということと、同時に議会の各会派の代表によって構成される合併協議会での決定は、最終的な議会における判断とほぼイコールであるということである。

　一方、静岡総研は、静岡県の主導で県と市町村が出資して設立されたシンクタンクである。県内の地方自治体や公共的団体が策定する総合計画や地域振興計画などを、主な業務内容としている。そして、静岡総研は平成10年度において合併協議会から「新市グランドデザイン策定基礎調査」を受託し、平成11年度においては、合併協議会との共同研究というかたちで新市ＧＤ策定に関わっている。新市ＧＤは、あくまでも合併協議会が主体的に策定するものであり、実際、静岡総研はその土台となるべきアイデアを一つの案として提案しただけに過ぎず、その役割は必要な情報やアイデアの提供にとどまっている。

新市ＧＤの全体の構成

　合併協議会の新市ＧＤは、「築く‘eq \o(\s\up 10(みやこ),都)’のデザイン」「暮らす‘eq \o(\s\up 10(ひと),人)’のデザイン」「栄える‘eq \o(\s\up 10(いち),市)’のデザイン」「満たす‘市政’のデザイン」によって構成されている。

しかし静岡総研は、当初、‘都’を除く３つのデザインで考えていた。築く‘都’のデザインは合併協議会での協議内容に合わせて後から加えたものである。

　「築く‘都’のデザイン」が新たに加わったについては私は何の異論もない。「築く‘都’のデザイン」は主に拠点的施設や交通網などの都市基盤に係るもので、これを重要なこととして柱に一つとすることは、考え方の一つとしては筋が通っている。

　ただし、‘人’‘市’‘市政’の３つの区分けにも、それなりの意味があった。当初の呼び名は、それぞれ‘ひと’‘まち’‘市政’となっていた。この３つの区分けは、マクロ経済理論における経済活動の主体「家計」「企業」「政府」に対応している。<経済の３つの活動主体は、モノ・カネを媒介として密接に関連しあっている。同様に、グランドデザインの活動水準も、重点施策（=財・サービスや生産要素）を介して、それぞれ別の２つの経済主体の活動水準に影響を与える仕組みとなっている>（ＧＤ策定研究班、1999）。つまり、これらの３分野がバランスをとりながら、各施策を適正に実現することで都市力が高まるということを、ＧＤの考え方の基礎に置こうとするものである。

‘市政’の定義

　満たす‘市政’のデザインは、マクロ経済理論における「政府」に対応する部分となっている。しかし、「行政」という表現ではなく、「市政」という表現を使っていることからわかるとおり、市政を単に執行機関としての政府という意味では使っていない。また、私が考える「市政」の意味は、合併協議会における解釈とも違っている。

　本論文での「市政」は、辞書に載っているとおり、「市の政治と行政」である。合併協議会における「市政」は、「市民行政＝市民本位の行政」という意味であり、この２つは明らかに違う。市民行政が<市民本位のキメ細かで、高次・高質な>
効率的行政を意味し、あくまでも行政のあり方に関するデザインであるのに対し、ここでの市政は、市民を含めたまちを治める仕組みのことをいう。

　市政の目標は、市民の欲求を満たすこと（市民満足）である。今までの日本は、ひたすらモノの豊かさを追求してきた。そして、モノの豊かさが市民の欲求を満足させることはなく、心の豊かさを満足させるための方策が必要であるということに気付いた。しかし、現在の行政はこの欲求を満たすことに成功していない。それを解決するために、市政を行政の問題として限定せずに、市民による自治と満足の問題として考えていく必要があるのだ。

市民満足を目指すということ

　マズロー
の欲求５段階説によれば、人間の欲求は「生理的欲求」「安全欲求」「所属と愛の欲求」「自尊欲求」「自己実現欲求」の５つに分類されるという（土井,1996）。「生理的欲求」とは飢えや渇き、性といった欲求であり、「安全欲求」は戦争や病気などの苦痛・恐怖・不安などを避けたいという欲求で、この２つはナショナルミニマムの目指すところとほぼ一致していると言える。「所属と愛の欲求」は他者との友好・愛情関係や集団への所属を求めるものである。「自尊欲求」は他人からの高い評価や畏敬などを求める欲求である。そして、その最上位に位置するのが「自己実現」欲求である。「自己実現」とは、個々人の個性や可能性が十分に発揮され、かつ、統一された自律的な人格として成熟することである。つまり、「自己実現」の達成が市民にとっての最大の満足なのだ。

　この「自己実現」は、ムラ社会や会社人間に代表されるような社会への過度の帰属から開放される一方で、すべての人の人権と人間としての尊厳を守るという相互の了解を必要とする。言い換えれば、個の欲求と全体の秩序及び発展が、相互に良い方向へ働くということである。その意味で市政が目指すところは、市民個人の「自己実現」と「都市の発展」を両立させることだといえる。

　満たす‘市政’のデザインでは、「自己実現欲求」の満足を最終的な目標として、他の欲求を満たしていくことを目指す。

表１　満たす‘市政’のデザイン（政策大綱）

テーマ
細目
方針
重点事業

a. 市民と行政のパートナーシップの確立
1. 市民主導の政策形成・合意形成システムの確立
市民が受ける行政サービスを、市民同士の活発な相互交流を通じて、市民自らが企画することにより、市民主体の地域社会の管理と運営を実現する｡
· 各種計画策定への市民参加の義務付け
· 住民投票制度の活用
· タウンミーティング、ワークショップ
等、市民参加プログラム担当部署の設置
· 各種計画策定プロセスの公開
· 専門的知識を有し、市民と行政の橋渡しをする市政サポーターの養成
· 市政研究会、市政講習会の実施


2. 市民・企業と行政の役割分担
ＮＰＯ
やコミュニティ団体
等が行う市民公益活動と、企業が提供可能な公共サービス、行政が直接提供すべき行政サービスの区別を明確し、適切な役割分担を図ることにより、行政が担うべき行政サービスの純化と、民間セクター
を含めた公共サービス全般のレベルアップを実現する。
· ＮＰＯ・コミュニティ団体への支援
· グランドワーク
トラストの設立
· ＰＦＩ
・ＴＭＯ
など、民間セクターを活用する新しい事業手法の導入
· 専門職員の設置による民間セクターへの委託業務・ＰＦＩ事業等の監理機能の維持・強化



3. 市民の評価を受けるための情報公開の推進
市政を客観化・数値化した情報として積極的に公開・提供し市民の信頼を得ると共に、市民の意見を市政にフィードバックしていく仕組みづくりを目指す。
· 情報公開・提供システムの確立
· 行政評価制度
の導入

b. 市民満足のための効率行政の推進
1. キメ細かな行政サービスのための人員配置の効率化
スケールメリットを生かしながら、ＯＡ化・情報化を進め、管理部門を縮小することで生じた予算・権限・人員の余裕を、専門職や市民に近い第１線にシフトする。
· 組織内における権限と責任の下位委譲
· 総合受付窓口の設置

· オンライン化の推進


2. 総合支所制度の確立
地域の特色を生かし、地域のことは地域で解決する拠点としての総合支所を設け、縦割り行政の弊害を改善し、変化に柔軟で能率的な行政サービスの提供を目指す。
· 市民意識と歴史に配慮した適正規模の地域を区域とする総合支所の設置
· 地域課題の解決・発展に向けた政策立案能力を支所へ付与


3. 市民の高度で多様なニーズに応える行政
国際化や情報化などに対応するとともに、複雑化した経済活動を理解し監理できる専門職を設置し、高度な計画能力に基づく行政サービスを提供する。
· 企画・立案機能の充実
· 職員１人１専門能力の推進
· 国際化に対応するマルチリンガル
なセクションの設置


4. 新しい公共経営システムの確立
金融システム改革
に対応し、単年度主義や単式簿記など公会計をめぐる問題を改善し、市場での信用力を高める。
· バランスシート
の導入及び公開
· 起債自主権
の確保
· 市場における資金調達部署の設置
· 課税自主権の行使

満たす‘市政’のデザインの構成

　本論文で述べる満たす‘市政’のデザインの構成と内容は、表１のようになっている。この構成は、シェインの４つの人間観に基づき分類されている。この区分によれば、産業組織の構成員は「自己実現」人、「社会」人、「合理的経済」人の３タイプと、これら３つが組み合わさった「複雑」人の４タイプにわけることができる。「合理的経済」人は<自分の利益を最大にするように行動を計画し、そのように行動する>人であり、「社会」人は<仲間から受け入れられたい>という人であるである（佐々木,1996,25頁）。

　ａの市民自治のデザインは、「自己実現」人と「社会」人の観点から、市民が主体的にまちを考え行動することを通じて、その結果として得られたものからだけではなく、プロセスからも多くの満足を得ていくことを目指している。したがって、市民個人の役割と同時に、市民同士の関係性が重要なポイントとなる。

　ｂの効率行政のデザインは、「合理的経済」人の観点から、市民サービスの供給者としての行政の効率性とサービスの質の向上を目指している。このとき、自治体の合併が論じられるときには、企業の合併と同じように「合理的経済」人の観点が最も重要視されていることが多いことに留意する必要があろう。そのせいかどうかわからないが、多くの場合、市町村合併の最も強力な推進力となっているのは地域産業界の経営者層の考え方である。

　しかし、注意しなければならないのは、市民は絶え間ない相互行為の中で自分の目的を実現しようとしていることである。自己実現が達成できる社会は、すべての人の人間としての尊厳を守るという相互の了解を前提としているとすでに述べた。そのような相互の了解は、他者との相互行為
を通じて達成される。つまり、市民は絶えず自分以外の市民と相互行為をしており、それらの相互行為の中で社会化され、共通の価値観が形成されるということである。

　そのような意味から、ミクロ経済学でいうところの他者の感情や態度にはいっさい配慮せずまたその影響も受けずに経済的利得を最大にしようとする「経済人」
を仮定することは適切ではない。市民を「経済人」だと仮定すると、目的達成の手続きにおいて、法律に違反しない範囲で、最良の手段と方法を有している人々が最も有利な位置を占めることになる。このような政治・行政が、バラマキ行政、ドブ板政治、密室政治をもたらしているのである。

　‘市政’のデザインにおける市政は市の政治と行政である。法治国家である以上、法律に基づく社会秩序が基本であり、法が最も重要であることに異論を挟む人はいないだろう。しかし、法律以外にも規範や共有された価値観など、社会の秩序に重要な役割を担っているものがあることも明らかである。パーソンズ
によれば<能率的規範だけが唯一の規範ではなく、人間の義務として遵守される道徳的規範もまた存在している>（北澤,1999,40頁）のであり、その規範は、個人が社会に関わっていく過程において身につけていくものなのである。このような規範が現代社会では失われつつあることが問題の一つであり、住民自治の観点から、規範形成の仕組みを考えていく必要が求められているといえるだろう。

各項目の意図

　ａの「市民と行政のパートナーシップの確立」は、行政活動のサイクルであるPlan-Do-See(Check)に合わせて３つの細目に分かれている。つまり、企画・計画段階、実施段階、評価段階のそれぞれにおいて、市民と行政の役割分担や相互の意志伝達などが行われ、よりよい市政運営がなされていくような仕組みに必要な施策を掲げている。

　「市民主導の政策形成・合意形成システムの確立」では、市民自らが企画することにより、市民主体の地域社会
の管理と運営の実現を目指している。このとき、市民ニーズを把握し計画に反映していくことも大切ではあるが、それが全てではない。市民の自治意識・能力の向上や自己表現の場づくり、市民の相互理解の促進、ひいては共通の価値観や規範づくりも重要なのである。また、計画段階から関わったことが、得られた結果を評価（のちに触れる評価の段階）する態度や能力に資することは言うまでもない。

　次に「市民・企業と行政の役割分担」は、公共サービスを提供する主体は誰か、という点から、相互の信頼のもとで、市民・企業・行政が積極的に関わっていくための方法を明らかにするものである。単に効率化の点から、アウトソーシングの受入先としてＮＰＯを位置付けたり、ボランティアを安価な労働力として見なすのは誤りである。経済的利益を追わない団体や個人が存在するのは、経済的利益というインセンティブでは解決しないような問題があり、それを自ら進んで解決しようとする社会的責任感を感じる人々がいるからである。彼らは、そのような行動を通じて、自分たちの存在価値を積極的に表現しているのだ。

　また、市政の中心を担う政・財・官界と市民の距離は遠く離れていて、お互いの顔が見えることはほとんどない。お互いの顔が見えないときは、目の前の利益を、できれば自分へ多く分配しようとするのが人の心理である
。市民参加は、少しではあるがそれを和らげる。

　しかも、一般の市民は、市政の意思決定に係る専門知識をあまり持っていない。そういう点で、市民が専門的分野に参加することは大いに意味がある。良い点は２つあり、１つ目は専門知識を得ることで、政策の決定者や執行者が行っていることをチェックすることができるようになるということ、２つ目は知識を得ること自体が市民自らの向上を進め、達成感を得られるということである。

　次に「市民の評価を受けるための情報公開の推進」であるが、単に透明性の高い行政を目指すだけでは十分ではない。行政評価制度と合わせて、広く公共的活動とその効果を市民の目から評価し直すとともに、市政に反映させる仕組みが必要である。計画段階で目標が明確に定められていれば、評価の時点での市民の満足度も明らかになりやすい。今までのように目標が曖昧だと、市民個々人の勝手な欲求が様々な方向・レベルに向いたままなので、どんなに頑張っても欲求が十分に満たされることはないのである。市民自らが評価し、計画にフィードバックさせることを通じて、市民の満足の方向やレベルが調整されていくのだ。

　ｂの「市民満足のための効率行政の推進」は、文字通り、合併推進の目標である行政の効率性を高める手段に係る部分である。「合理的経済人」の欲求のとおり、合併の結果、重なった部分の人員を減らせるということである。しかし、重なった部分の人員はそれほど多くない。

　そうなると、合併特例法第９条の「職員の身分の保有」を引き合いに出すまでもなく、地方分権で業務が増えていこうとしているときに、サービスの低下を伴わずに人員を極端に減らすことができるのだろうか。近年の銀行の合併では、合併によって人員１／４とか１／３を減らしているようだが、そのようなことは不可能である。では、効率行政とは何を意味するのか。それは、与えられた資源（税金、人など）を最大限活かし、市民の納得のいく行政サービスを提供していくということなのである。

　その一つの方向性が、合併によって生じた余力を専門的能力の向上に振り向けるということである。特に金融改革やＰＦＩ等の経済分野での新しい考え方や手法は、現在の行政が苦手とする分野であると同時に不可避である。この分野での能力の向上は、自治体の浮沈のカギを握っていると言っても過言ではない。

総合支所と住民自治

　合併協議会では、自治体合併においてスケールデメリットと呼ばれるもの、つまり、住民自治の後退に対応する施策として、総合支所が議論された。私自身は、総合支所という呼び名自体がしっくりしないのだが、ほかに思いつかないのでこの名称をそのまま使うこととした。

　総合支所の必要性のうち、最も重要なのは住民自治の視点である。アロー
によれば「ソリューション」、つまり、問題解決には三つの方法がある
。例えば、現代の典型的な社会状況を表している事例として挙げられる<個々のメンバーそれぞれが自分にとって合理的な行動をとろうとすると、結果として誰もが不利な状態がもたらさ

れるという>（金子、1999,158頁）「共有地の悲劇」
を考えてみよう。アローのいう一つ目の方法、選挙によって選ばれた権限と強制力を持つ第３者が問題を解決するという方法（ヒエラルキー・ソリューション）は、一部のフリーライダー
のために大きなコストと規制を要してしまう。二つ目の方法、市場メカニズムを通じて経済的に解決する方法（マーケット・ソリューション）は、お金さえ払えば何をしてもよいということになってしまい、資源が有限な場合には解決にならない
。現在の問題解決の主流は前者であり、部分的に後者が占める割合が大きくなりつつある。

　このような問題を解決するとき、金子が指摘しているように<本当は、住民がみんなで話し合って、勝手なことをするのはやめようねと決めて、それをみんなで守るという単純な方法がいちばんいい>（金子,1999,160頁）。それが、三つ目の方法「コミュニティ・ソリューション」である。このような解決ができるためには、メンバーの相互信頼が高く、コミュニティ
としての社会的規範が働くことが必要である。総合支所は地域を区切ることと密接な関係があるが、それはコミュニティ・ソリューションに必要な相互信頼や規範が、歴史や文化を共有し、お互いの顔が見えるというような比較的小さな社会の方が成立しやすいという事情があるからなのだ。

　私は、コミュニティ・ソリューションがすべてを解決すると思っていない。しかし、東海村の臨界事故に代表されるように、ヒエラルキー・ソリューションとマーケット・ソリューションが万能ではないことは明らかだ。一方、コミュニティ・ソリューションは、自分たちの身近なことは、自分たちで解決するという市民と行政の役割分担について最も基本的な部分のことを言っているだけなのである。

　総合支所または支所が、単なる便利な窓口として市民のできるだけ近くにあればよい、あるいは、総合化して対応が早くなればよいという視点からは、市民の満足度は上がらない。さらなるスピードアップと便利さへの追求が限りなく続いていくだけである。それが分かっていて、そういう仕組みを作っておきながら、最後に「いい加減に我慢しろ」と言うのは、あまりにも無責任である。むしろ、自分たちの満足目標を自分たちで決め、その目標にあった手段や方法を選択する仕組みを用意する方が、単純にスピードや利便性を上げるよりも満足度があがるのではないだろうか。繰り返しになるが、総合支所はそういう視点から、住民の自治の拠点としてふさわしい区域、規模、権限、予算等を備えたものにすべきである。合併協議会の議論では効率性の問題が中心を占めたが、効率性とは、本来、目的を達成するために工夫することをいうのであって、先に効率性ありきというのは本末転倒だと考える。

おわりに

　冒頭に述べたように、私は、本市の歴史的な転換期に、その変動について重要な役割を担う静岡総研という部署に配置され、一部始終とは言えないまでも、大きな歴史の流れを目撃する機会を得た。そして、合併の賛否に関わらず、清水市民の未来のために、ほんの少しではあっても貢献する可能性を与えられたのである。

　ＧＤ策定に携わっているとき、合併協議会とその周辺に繰り広げられる政治ゲームと、それに対して無関心な市民の間に立って、私が常に考えさせられていることは、『私は将来、市民に対して誠実だったと胸を張っていえるだろうか？』ということである。合併協議会あるいは部会協議の傍聴席において、打ち合わせの席上において、さらには、様々な人々との会話の中において、『誠実さとは何だろう？』ということを常に考えさせられるのである。

　繰り返しになるが、今回の合併に関する手続きは、法律に定められた民主的なルールに沿って、何の違反もなく進められている。そして、私は確かにその作業を見ている。私の他には、誰もここで行われていることを見ている人はいないのだろうか。誰でもいいから掴まえて、『この議論を聞いて、あなたはどう思いますか？』と尋ねたくなる。

　このような気持ちになるのが私だけなら良いが、もし、そうでなければとてつもなく大きな悲劇となろう。私がこの市政のデザインに込めたことは、新市において同様の議論が繰り返されないで欲しい、という願いである。

　最後に社会学の古典であり、バイブルともいえるドイツの社会学者マックス・ヴェーバーの『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』から引用して今後の教訓としたいと思う。

「精神のない専門人、心情のない享楽人

　この無のものは、人間性のかつて達したことのない段階にまで

　すでに登りつめた、と自惚れるだろう」
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� 何かについてアイデアを出し合い、意志決定をする集まりで会議の一種。形式張らず自由で創造的な雰囲気に特徴がある。


� Non(非) Profit(営利) Organization(組織)の略。ここでは、特定非営利活動法人法に基づく法人だけでなく、福祉や環境、まちづくりなど社会的な目的のための営利を目的としない組織のことをいう。


� 自治会や町内会など、地縁的な市民団体


� 市民やＮＰＯ、企業など公的部門以外の部門。民間部門。


� グラウンドワークとは、地域を構成する「住民」「行政」「企業」の三者がパートナーシップを組み、グラウンド（生活の現場）に関するワーク（創造活動）により、生活の最も基本的な要素である自然環境や地域社会を整備・改善していく活動。


� Privatet(私の) Finance(資金) Initiative(主導)の略で、従来、公共事業として行われてきたインフラ・施設整備及び運営に対して、民間の資本やノウハウを活用するための民間活力導入施策のこと。


� Town(まち) Management (経営する) Organization(組織)の略。中心市街地活性化法に基づくまちづくり会社のこと。中心市街地の活性化・維持のための活動をまちづくりの観点から総合的に企画調整し、実現するための機関。


� ＰＦＩ事業者には、事業の実施にあたって比較的高い自由度が与えられるが、契約が適切に履行されているかどうかは行政がチェックしなければならない。チェックするノウハウを持った専門機能を維持し、強化していくことが行政に求められている。


� 行政活動の効率性の向上と、市民と市場に対する説明責任を果たすことを目的として、行政活動とその結果・効果に対して客観的・数値的な評価を与えることを言う。


� 多言語、つまり、様々な国々からの来訪者への対応を可能にするということ。


� 財政投融資制度改革を主とする一連の金融改革のこと。地方自治体の起債時には、今まで国が保証人になっていたが、これからは市場からの評価を元に、自らの価値を担保に資金を調達しなければならなくなるということである。


� 貸借対照表。企業の財政状態を明らかにするために作成される計算書で、一定時点におけるすべての資産、負債および資本の有高を記載したもの。


� 地方債の増大に歯止めをかけるために、現在は国によって許可制限がかけられている。起債自主権の確立は、国からの独立を意味するが、国による保証もなくなるため、市場に信頼されない地方自治体は起債することができなくなる。


� 人は、自らと内的会話を行い、これから自分がしようとしている行為が、他者に引き起こさせる反応を予期しようとする。このような自分と他者との相互作用に基づく行為を相互行為という。そのとき、自分以外の社会的役割を推し量り「一般化された他者」の態度として、社会集団の態度を内面化する。


� 富永健一著「経済と組織の社会学理論」1997年,東京大学出版会,38頁


� Persons,Talcott ,1977～79　アメリカの社会学者。功利主義を批判し、社会秩序のあり方を模索した。


� ここでは「地域社会」は、いわゆる「コミュニティ」ではなく市を形成する社会の意。


� 見知らぬ二人がお互いが見えない場所で単純作業をし、二人の作業量の合計に対して報酬が支払われるという条件を設定した心理学の実験を行った。このとき報酬の分配は、クジに当たった方が自由に決めるというとき、<被験者は、お金を分けた後、相手と話し合いのために顔を合わせることはないと思ったときの方が、合わせると思ったときと比べて、自分への分配額を多くしていたからである。>（相川,1996,24頁）


� Arrow,Kenneth Joseph,1921～　アメリカの理論経済学者。一般均衡理論と厚生経済学に関する先駆的業績によりノーベル経済学賞を受賞した。


� <資本主義的な民主主義国家における社会的選択には、次の三つの方法がある（中略）。ひとつは選挙によって選ばれた政治体制による政治的決定、つまり、「ヒエラルキー・ソリューション」、二つめは市場メカニズムによる経済的決定、つまり、「マーケット・ソリューション」（中略）、「比較的小さい社会単位」に適用されるものとして、三つめに、伝統的規則や慣習によるものを挙げている>（金子,1999,161頁）。


� <近所の公園はみなできれいに使いたいのだけれど実際はゴミだらけになってしまうという「共有地の悲劇」>の例


ヒエラルキーソリューション：監視員を雇ったり柵を作る→権限と強制力を持つ第３者


マーケットソリューション：料金を徴収し掃除人を雇う→経済的解決、市場原理


コミュニティソリューション：メンバー全員がゴミを捨てない→自発的・協力的行動


（金子,1999,160頁）


� ただ乗りする人。他の人々が、決まったルールを守ることで生じる利益を、自分だけ義務を果たさずに利益だけを得る人。


� その場合、<共有地はごく一部の人だけに占有され、しかも、共有地の資源は結局その少数の人によって使いつくされてしまうことになりかねない>（金子,1999,160頁）。


� 金子はコミュニティを必ずしも一定の地理的区画における人々の集合だとは考えていない。むしろ、共通のテーマの元に自発的に集まるとともに、相互性があることを重視している。
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